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職員の人事行政の運営状況をお知らせします
　平成21年度および平成22年度の職員の人事行政の運営状況の概要は次のとおりです。なお、詳細は、

市ホームページ (http://www.city.ushiku.ibaraki.jp/section/soumu.htm) で公表を予定しています。

　公表事項の内容は、市総務課（☎内線1011）までお問い合わせください。

職員数の状況
●部局別職員数（各年4月1日現在）� （単位：人）

区　分 条例定数 平成22年 平成21年 増減数 備　　考

議会 6 3 3 0 ※職員数は常勤職員で、休職者 ･ 派遣職員を含

みます。ただし、市長、副市長、教育長を除

いています。
市長部局 390 324 332 △8
監査委員 4 3 3 0
教育委員会 140 53 53 0
農業委員会 5 3 3 0

計 545 386 394 △8

●部門別職員数（各年4月1日現在）� （単位：人）

区　分 平成22年 平成21年 増減数 備　　考
議　会 3 3 0 ・部門別職員数は、兼務をしている職員につい

ては主たる業務での計上となりますので、必ず

しも部局別職員数とは一致しない場合がありま

す。

・職員数は一般職に属する職員数であり、休職者、

茨城県などへの派遣職員を含み、臨時 ･ 非常勤職

員を除いています。

・一般行政部門とは、特別行政部門、公営企業等会

計部門以外の部門で、特別行政部門は教育の部門、

公営企業等会計部門は下水道、国民健康保険、青

果市場、介護保険、企業誘致、後期高齢者医療保

険の部門をいいます。

・職員数は市長、副市長、教育長を除いています。

総　務 85 88 △3
税　務 35 33 2
労　働 1 1 0
農林水産 12 12 0
商　工 4 4 0
土　木 48 47 1
民　生 79 81 △2
衛　生 37 37 0
一般行政部門計 304 306 △2
教　育 53 53 0
特別行政部門計 53 53 0

下水道 7 8 △1
その他 22 27 △5
公営企業等会計部門計 29 35 △6
総合計 386 394 △8

●年齢別職員数の状況

　（平成22年4月1日現在）　　　　　（単位：人）

年齢区分 行政職Ⅰ 行政職Ⅱ 計
24～25歳 1 0 1
26～27歳 5 0 5
28～29歳 10 0 10
30～31歳 14 0 14
32～33歳 24 0 24
34～35歳 19 0 19
36～37歳 25 0 25
38～39歳 16 0 16
40～41歳 9 0 9
42～43歳 28 0 28
44～45歳 27 1 28
46～47歳 28 2 30

※任期付職員含む。60歳以上は、任期付職員です。

年齢区分 行政職Ⅰ 行政職Ⅱ 計
48～49歳 41 0 41
50～51歳 35 0 35
52～53歳 31 1 32

54歳 17 1 18
55歳 12 1 13
56歳 7 4 11
57歳 6 1 7
58歳 9 4 13
59歳 3 3 6

60歳以上 1 0 1
計 368 18 386
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区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1級
①主事、技師、保育士、幼稚園教諭、保健師、看護師、理学療法士、精神
保健福祉士、管理栄養士および栄養士の職務②主事補および技師補の職務

7人 1.9％

2級
高度な知識または経験を必要とする主事、技師、保育士、幼稚園教諭、保健師、
看護師、理学療法士、精神保健福祉士、管理栄養士および栄養士の職務

6人 1.63％

3級 ①副主査の職務②主任の職務 204人 55.43％
4級 ①課長補佐の職務②副参事の職務③主査の職務 95人 25.82％
5級 ①課長の職務②参事の職務 40人 10.87％
6級 ①次長の職務②理事の職務 9人 2.45％
7級 部長の職務 7人 1.9％

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1級

①一般技能職員（物の製造もしくは修理または機器の運転もしくは操作に 
　従事する職員をいう。）の職務 
②調理などの家政的業務を行う職員の職務 
③自動車運転手の職務 
④用務員、労務作業員などの職務

0人 0％

2級 経験を有する前記の職 0人 0％
3級 相当な技能または経験を必要とする前記の職 18人 100％

②行政職Ⅱの級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

●級別職員数などの状況
①行政職Ⅰの級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

●採用者数の状況（平成22年4月1日付け）�（単位：人）

区　分 試験採用 選考採用 再任用 計
一般職 9 3 0 12
現業職 0 0 0 0

計 9 3 0 12

●退職者数の状況（平成21年度）� （単位：人）

区　分 定年 勧奨 その他 計
一般職 6 5 7 18
現業職 2 0 0 2

計 8 5 7 20

●障害者の任用状況（各年6月1日現在）

区　分 法定雇用率 平成22年 平成21年
市長部局 2.10% 2.17% 2.15%
教育委員会 2.10% 3.70% 3.70%
合算分 2.10% 2.41% 2.38%

●職員派遣の状況（平成21年度）

派　遣　先 人数 期間 備考
茨城県環境政策課 1人 2年 対等人事交流
茨城県広報広聴課 1人 2年 〃
茨城県土浦保健所 1人 2年 〃
茨城県市町村課 1人 1年 実務研修生
茨城県地域計画課 1人 1年 〃
茨城県公園街路課 1人 1年 〃
県南県民センター建築指導課 1人 1年 〃
茨城県後期高齢者医療広域連合 1人 3年 その他
茨城県県南水道企業団 1人 2年 〃

※正規職員は、県警からの派遣職員。任期付職

員は、危機管理官を2人採用。

※６ページへ続く。

●競争試験の実施状況（平成22年4月1日付け）

　正規職員の競争試験を実施。（一般事務職、土

木職、建築職）

●選考採用の状況（平成22年4月1日付け）�（単位：人）

区　分 市長部局 教育委員会 計 備　考
正規職員 1 0 1
任期付職員 2 0 2

計 3 0 3

職員の任免に関する状況
●採用者数の状況（平成21年度）� （単位：人）

区　分 試験採用 選考採用 再任用 計
一般職 9 2 0 11
現業職 0 0 0 0

計 9 2 0 11

※任期付職員を2人選考採用。

●競争試験の実施状況（平成21年度）

　正規職員の競争試験を実施。（一般事務職、土

木職、建築職）任期付職員の選考採用試験を実施。

●選考採用の状況（平成21年度）� （単位：人）

区　分 市長部局 教育委員会 計 備　考
正規職員 0 0 0
任期付職員 2 0 2

計 2 0 2

※任期付職員を2人採用。
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給与の状況
●職員の平均給料月額、平均給与月額および

　平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
一般職 44.4歳 347,336円 409,298円
現業職 55.1歳 357,300円 375,950円

※「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在に

おける職員の基本給の平均です。「平均給与月

額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、

住居手当、時間外勤務手当、通勤手当などの諸

手当の額を合計したものです。

●職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

区　分
牛久市 国
初任給 初任給

一般職
大学卒 172,200円 172,200円
高校卒 140,100円 140,100円

現業職
高校卒 137,200円 −
中学卒 − −

●職員の経験年数別 ･学歴別平均給料月額の
　状況（平成22年4月1日現在）

区　分
経験年数
10〜15年未満

経験年数
15〜20年未満

経験年数
20〜25年未満

経験年数
25〜30年未満

一般職
大学卒 273,400円 310,200円 355,200円 393,800円

高校卒 226,700円 276,200円 327,300円 361,900円

現業職
高校卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 365,800円
中学卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし

●職員の年齢別給料、手当、給与年額
（一般行政職員）

平均
年齢

平均給料年額 平均手当年額 平均給与年額

26歳 2,178,000円 974,260円 3,152,260円
27歳 2,334,600円 1,062,481円 3,397,081円
28歳 2,360,800円 1,175,300円 3,536,100円
29歳 2,197,753円 1,061,536円 3,259,289円
30歳 2,818,700円 1,535,199円 4,353,899円
31歳 2,881,520円 1,656,786円 4,538,306円
32歳 2,775,359円 1,580,901円 4,356,260円
33歳 2,668,738円 1,738,410円 4,407,148円
34歳 2,902,496円 1,722,463円 4,624,959円
35歳 3,218,223円 1,839,310円 5,057,533円
36歳 3,096,417円 1,779,910円 4,876,327円
37歳 3,383,532円 1,974,002円 5,357,534円
38歳 3,592,720円 1,897,894円 5,490,614円
39歳 3,568,046円 1,928,404円 5,496,450円
40歳 3,857,150円 2,217,328円 6,074,478円
41歳 3,856,090円 1,840,797円 5,696,887円
42歳 3,979,441円 2,333,697円 6,313,138円
43歳 4,036,583円 2,074,922円 6,111,505円
44歳 4,093,474円 2,041,318円 6,134,792円
45歳 4,282,570円 2,372,803円 6,655,373円
46歳 4,243,364円 2,047,859円 6,291,223円
47歳 4,551,462円 2,102,509円 6,653,971円
48歳 4,575,621円 2,206,501円 6,782,122円
49歳 4,707,830円 2,125,922円 6,833,752円
50歳 4,661,191円 2,030,501円 6,691,692円
51歳 4,776,733円 2,112,464円 6,889,197円
52歳 4,826,169円 2,107,127円 6,933,296円
53歳 4,886,771円 2,099,137円 6,985,908円
54歳 4,971,250円 2,028,238円 6,999,488円
55歳 5,012,227円 2,206,261円 7,218,488円
56歳 5,020,380円 2,129,041円 7,149,421円
57歳 5,088,323円 2,043,661円 7,131,984円
58歳 5,101,912円 2,222,036円 7,323,948円
59歳 5,040,762円 2,583,293円 7,624,055円
60歳 5,183,448円 2,275,842円 7,459,290円

61歳以上 3,147,200円 1,644,907円 4,792,107円

※一般行政職員の平均手当年額には、扶養手当、通

勤手当、期末勤勉手当、地域手当、特殊勤務手当、

住居手当、宿日直手当、時間外勤務手当が含ま

れます。

※平成21年4月から平成22年3月までの給与支給実

績の平均です。

※年齢は、平成22年4月1日現在のものです。

●職員の年齢別年間給料、給与（管理職）

区　分
平均
年齢

平均
給料年額

平均
手当年額

平均
給与年額

部長職 56歳 5,176,507円 3,968,844円 9,145,351円
課長職 53歳 4,915,530円 3,309,886円 8,225,416円
課長補佐職 51歳 4,772,966円 2,739,678円 7,512,644円

※管理職の平均手当年額には、管理職手当、扶養

手当、通勤手当、期末勤勉手当、地域手当、特

殊勤務手当、住居手当、管理職員特別勤務手当、

宿日直手当が含まれます。

※平成21年4月から平成22年3月までの給与支給実

績の平均です。

※年齢は、平成22年4月1日現在のものです。
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職員の手当の状況
●期末手当・勤勉手当（平成22年4月1日現在）

牛　久　市 国
1人当たり平均支給額 (21年度 )　162万8千円 −

6月期
12月期
合　計

(21年度支給割合 )
	 期末手当	 勤勉手当
	 1.25	 0.7	 月分
	 1.50	 0.7	 月分
	 2.75	 1.4	 月分

(21年度支給割合 )
	 期末手当	 勤勉手当
	 1.25	 0.7	 月分
	 1.50	 0.7	 月分
	 2.75	 1.4	 月分

加 算 措 置
の状況

職制上の段階、職務の級などによる加算措置
・役職加算　5〜15％

職制上の段階、職務の級などによる加算措置
・役職加算　5〜20％
・管理職加算　10〜25％

※勤勉手当は、平成18年度から勤務評定に基づく勤務成績に応じて支給しています。

●退職手当（平成22年4月1日現在）

牛久市（退職手当事務組合による） 国
( 支給率 )
勤続20年
勤続25年
勤続35年

最高限度額

	 自己都合	　　  勧奨 ･ 定年
	 23.50	 30.55	 月分
	 33.50	 41.34	 月分
	 47.50	 59.28	 月分
	 59.28	 59.28	 月分

	 自己都合	　　  勧奨 ･ 定年
	 23.50	 30.55	 月分
	 33.50	 41.34	 月分
	 47.50	 59.28	 月分
	 59.28	 59.28	 月分

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置　2〜20％加算
1人当たり平均支給額 (21年度 )17,870千円

定年前早期退職特例措置　2〜20％加算

●特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）
支給実績（21年度決算） 0円
支給職員1人当たり平均支給年額（21年度決算） 0円
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 0％
手当の種類（手当数） 下記の3手当のみ支給

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症消毒作業手当
感染病感染の危険がある作
業に従事した職員

感染症の病原体に汚染された場
所や物件の消毒や動物などの駆除

1日につき　2,000円

行旅死亡人又は変死人処理
作業手当

行旅死亡人または変死人処
理作業に従事した職員

死体処理 1回につき　3,000円

災害出動手当
荒天、水害などの災害現場に
出動し業務に従事した職員

台風災害現場出動 1日につき　2,000円

●時間外勤務手当 区　分 平成20年度 平成21年度
支給実績 4,282万9,000円 5,290万1,000円
支給職員1人当たり平均支給年額 14万1,000円 18万5,000円

※退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

●職員の年齢別年間給料、給与（技能労務職員）

平均年齢 平均給料年額 平均手当年額 平均給与年額
44～48歳 4,019,706円 2,238,170円 6,257,876円
53～55歳 4,143,480円 1,616,183円 5,759,663円
56～57歳 4,328,532円 1,609,026円 5,937,558円

58歳 4,344,120円 1,579,381円 5,923,501円
59歳 4,575,535円 1,825,751円 6,401,286円
60歳 4,483,208円 1,657,132円 6,140,340円

※技能労務職員の平均手当年額には、扶養手

当、通勤手当、期末勤勉手当、地域手当、

特殊勤務手当、住居手当、時間外勤務手当

が含まれます。

※平成21年4月から平成22年3月までの給与

支給実績の平均です。

※平均年齢は、平成22年4月1日現在のもので

す。

※８ページへ続く。
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●その他の手当（平成22年4月1日現在）

手当名 内容および支給単価
国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

（21年度決算）

支給職員1人当たり平均

支給年額（21年度決算）

扶養手当
配 偶 者13,000円、そ の 他6,500円、
満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子1人につき5,000円加算

国と同一 5,380万2千円 244,552円

地域手当

5級地（段階的に引き上げを実施
し、平成22年度に地域手当率6％

（制度完成）となっています。）

国と異なる 3,928万8千円 135,007円

支給率は国の制度上と同一ですが、手当額の計算方法が異なります。当市で
は、給料表上の額に地域手当率（平成22年度は6％）を掛け合わせたものと現
給保障額を比べ、現給保障額を超えた差額分のみを支給しています。（市独自）

住居手当

・持ち家で新築または購入から5
年間、月額2,500円支給（※）

※平成21年12月から廃止
・借家の場合…家賃12,000円を超え

る場合、家賃の額に応じて27,000
円を限度に支給

国と同一 1,300万5千円 171,118円

通勤手当

・乗用車を利用する場合…距離に
応じて2,000円〜24,500円支給

・電車、バスを利用する場合…6
カ月定期を基本として、1カ月
当たり55,000円まで支給

国と同一 1,743万5千円 56,242円

管理職手当

・部長…10万円
・次長、理事兼課長…8万円
・課長…7万円
・参事兼課長補佐、参事兼園長…5万円
・課長補佐、園長…4万円
・理事…2万円
・参事…1万円

国と異なる

定 額 制 を
取っている
ところは国
と同一だが、
支給額が国
と異なる。

7,011万円 649,167円

単身赴任

手当

勤務地により単身赴任する職員
に月額23,000円支給

国と同一 － －

特別職の報酬等の状況
●特別職の報酬等の状況（平成22年4月1日現在）

区　分 給　料　月　額　等

期末手当

市長

副市長

教育長

	 6月期	 1.45	 月分

	 12月期	 1.65	 月分

	 合　計	 3.10	 月分
議長

副議長

議員

	 6月期	 1.45	 月分

	 12月期	 1.65	 月分

	 合　計	 3.10	 月分

退職手当
市長

副市長

教育長

（算定方式）	1年	 2年	 3年	 4年	 支給時期

	 月数	 5.5	 11.0	 16.5	 22.0	 退職時

	 月数	 3.1	 6.2	 9.3	 12.4	 退職時

	 月数	 2.4	 4.8	 7.2	 9.6	 退職時

区　分 給　料　月　額　等

給　料

市長

副市長

教育長

880,000円

680,000円

640,000円

報　酬

議長

副議長

議員

450,000円

410,000円

390,000円

公平委員会業務状況
●勤務条件に関する措置の要求状況（平成21年度）

●不利益処分に関する不服申立ての状況（平成21年度）　申立てなし

新規申立件数
処理件数 平成21年度末

係属件数申立容認 棄却 却下 取下げ 計
0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
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職員の勤務時間、その他の勤務条件の状況
●勤務時間
・午前8時30分から午後5時15分まで（7時間45分勤務）

・休憩時間…正午から午後1時まで（1時間）

※保育園職員などは早番、遅番の制度があり、午前

　7時から午後7時の間で7時間45分勤務になるよう割り振り変更しています。

●年次有給休暇
・毎年1月から12月の1年間当たり20日を超えない範囲内

・前年の繰り越しは20日の範囲内で残日数

・休暇単位は1日または半日。1時間単位でも取得できます。

●療養休暇
　職員が負傷または疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合の

休暇。任命権者の承認を受けなければなりません。

・公務による場合…その療養に必要と認める期間

・私事による場合…90日の範囲内（平成18年7月1日から）

●特別休暇
　選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故などの事由により、職員が勤務しないことが相当である場

合の休暇。任命権者の承認を受けなければなりません。

・牛久市職員の勤務時間、休暇等に関する規則、別表第2の32項目

●介護休暇（無給）
　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫お

よび兄弟姉妹を介護する場合の休暇。任命権者の承認を受

けなければなりません。

・2週間〜6カ月の間で請求できます。

●組合休暇（無給）
　職員が職員団体の規約に定める機関の構成員として当該団体または上部団体の業務に従事する場合。

任命権者の承認を受けなければなりません。

・1日または1時間単位で請求できます。

●育児休業承認状況
　職員が育児をするための休業制度があり、最長3年間取得することができます。

○平成20・21年度の新規承認者

年度 区分
育児休業
取得者数

育児休業承認期間
9月超え
1年以下

1年超え
1年3月以下

1年3月超え
1年9月以下

1年9月超え
3年以下

平成20年度
一般部門 4人 2人 1人 1人 －
教育部門 0人 － － － －
合　計 4人 2人（50.0％） 1人（25.0％） 1人（25.0％） －

平成21年度
一般部門 6人 5人 － － 1人
教育部門 2人 2人 － － －
合　計 8人 7人（87.5％） － － 1人（12.5％）

休憩時間

8:30 　　　　　12:00　　 　　13:00 　　　　17:15

平均取得日数
平成20年度 平成21年度

年次有給休暇 11.6日 12.1日

※平成21年度勤務条件調査より。

取得者数
平成20年度 平成21年度

療養休暇 14人 15人

取得者数
平成20年度 平成21年度

組合休暇 1人 1人

職員の分限処分および懲戒処分の状況
●分限処分・懲戒処分の状況（平成21年度）
・分限処分とは、職員が一定の事由によりその職責を十分に果たすことが期待できない場合に、本人の意

に反して不利益な身分上の変動をもたらす処分をいいます。

・懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対して、公務における規律と秩序を維持することを目的に行う

不利益処分をいいます。

心身の故障 分限休職 3人

職務義務違反 戒告処分 2人

取得者数
平成20年度 平成21年度

介護休暇 0人 2人
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